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はじめに
　2020年３月、国は学齢期（小学生から中学生）
に相当する外国籍の子どもの就学実態を初め
て調査した最終結果を発表した（以下、「初全
国調査」と略す）

＊1

。この調査によって、外国籍
で学齢期の子ども（123,830人）のうち、就学

（義務教育諸学校96,370人、外国人学校等5,023
人）は101,393人（81.9%）で、残りの22,437人

（18.1%）は不就学状態
＊2

であることが明らかに
なった。つまり、約５人に１人が、学校に通っ
ていなかったのだ。この数が、果たして多い
のか否か。SDGsのなかのGoal 4（SDG 4：す
べての人々に包摂的かつ公正な質の高い教育
を提供し、生涯学習の機会を促進する）の最
新の進捗を示すUNESCOが発表したレポート
を見てみると、「初等教育就学年齢の子どもの
8.2％が学校に通っておらず、その割合が世界
で最も高い地域はサハラ以南のアフリカ地域
の18.8％」とある。すなわち、日本で暮らす
外国籍の子どもは、世界で最も初等教育にア
クセスできてない「サハラ以南のアフリカ地
域」に暮らす子どもと、ほぼ同比率であるこ
とがわかる。
　しかしながら国は、初全国調査後も外国籍
者を義務教育の対象外という姿勢を変えな
い。そのために、新型コロナウイルス感染症

（COVID-19）が拡大化する今日において、子
どもの命さえも守ることができない社会まで
もつくりだしてしまっている。そこで本稿で

は、すべての外国籍の子どもの教育への権利
と命を守るために、自治体職員ができること
を提案したい。

1　危機で可視化されたこと
　初全国調査では、インターナショナルスクー
ルやブラジル学校、朝鮮学校などの外国学校

＊3

に通う子どもは「就学」に分類されたが、実
際はこれらの外国学校を国は「学校」と扱っ
ていない。「学校」を法的に区分すると、学
校教育法第１条で定めるところの日本の学校

（以下、「一条校」と略す）、専修学校、各種学
校の３つとなる。一条校では教員資格や教科
書使用などが制限されるため、また専修学校
については、学校教育法第124条で「我が国に
居住する外国人を専ら対象とするものを除く」
と定められていることから、外国学校は事実
上、各種学校しか選択肢がない。そのため、
インターナショナルスクールは一条校から無
認可まであるが、ブラジル学校は一部が各種
学校であとは無認可、朝鮮学校はすべて各種
学校という現状である。
　各種学校とは、学校教育法第134条で定めら
れた、都道府県知事が認可した学校で、自動
車学校などが該当する。現行では、学校健康・
学校安全の対策にかかわる「学校保健安全法」

「独立行政法人日本スポーツ振興センター法
（災害共済給付付き）」「学校給食法」について、
各種学校は対象外とされている。つまり、外

　日本の在留外国人数は2019年度末に293万3,137人と過去最多を記録。同年度には日本の学校に通う外国人
児童生徒数も10万人を超えました。その一方で「外国人の子供の就学状況等調査」では、約２万人が、就学し
ていないか、就学状況が確認できていない状況にあるという事実も明らかになっています。
　今回は、外国籍の子どもの就学実態やコロナ禍における対応等から見えてきた、早期に解決すべき問題に対
し、自治体の職員ができることについて、東京外国語大学准教授の小島祥美氏にご寄稿いただきました。

すべての外国籍の子どもの教育への
権利と命を守るための具体的施策の
提案

東京外国語大学 准教授
小島 祥美
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国学校に通う子どもは、公費で健康診断さえ
も受診できないのだ。そのため、筆者はこれ
までに複数のブラジル学校で医師や自治体な
どの協力を得て健診を行ってきたが、初めて
日本で健診を受けた子や十分に両目で見えな
い子ともこの間に出会ってきたこと

＊4

を根拠に、
問題の早期解決の緊急性を求める活動にも積
極的に取り組んできた

＊5

。
　そのようななかで、恐れていた惨事が起こっ
た。外国学校でのクラスター発生だ

＊6

。岐阜県
のある学校で2020年11月、20人以上の生徒や
職員が新型コロナウイルスに感染した。学校
によると、同県職員らが校内に立ち入って対
応を検討したのは感染が判明し数日経ってか
らだった。同校は県が認可した各種学校であっ
たものの、平時に外国学校と自治体とのコミュ
ニケーションはなかった。そのため、クラス
ター発生後、県は外国学校に在籍する子ども
と教職員の名簿を日本語で求めたが、「その対
応に特に苦労した」と外国学校の事務局スタッ
フは振り返る（2021年６月21日ヒアリングに
て）。なぜならば、外国学校では日常の子ども
や教職員にかかわる記録では日本語は不要で
あるからだ。これまで通う子ども個人に自治
体から関心を向けられたことがなく、まして
や子どもの情報を求められたことなど一度も
なかったからだ。すべてに日本語への翻訳作
業が伴った。

2　教育への権利と命を守るために
　文部科学省が国内にある外国学校数を「206
校以上」

＊7

と説明することからも明らかなよう
に、外国学校数さえも不明という実態を招い
ている。つまり、「学校数が不明」であるため
に、そこに「通う子どもも不明」とされ、こ
の非常事態において子どもの命さえも守るこ
とができていないのだ。
　外国籍の子どもたちの就学と健康を守るこ
とができない最大の理由は、国が外国籍者を
就学義務の対象としない就学扱いにある。そ
れにより、初全国調査では「就学」に含まれ

た「外国人学校等」に、「就学以外（不就学状
態）」を加えた計27,460人の子どもの健康は、
法的に守られていないと言っても過言ではな
いだろう。その割合は、なんと、全体の約４
人に１人に相当する。「就学以外（不就学状態）」
の子どもは、命の所在が不明を示すことでも
ある。こんなことが、公然と許されてよいは
ずがない。
　2021年６月15日に開催された第10回「外国
人材の受入れ・共生に関する関係閣僚会議」（以
下、「閣僚会議」と略す）では、外国人材の受
入れ・共生のための総合的対応策（2021年度
改訂）が決定された。そのなかの施策番号69
として、子どもの居住と就学の実態把握が、
次にように示された。

住民基本台帳等に基づく学齢簿の編製の
際に、外国人の子供の就学状況について
も一体的に管理・把握することを始め、就
学状況も含めた外国人児童生徒の就学実
態の把握、学校への円滑な受入れ等を推
進する。（中略）学齢簿の編製に関しては、
デジタル・ガバメント実行計画に基づき、
文部科学省において学齢簿システムの標
準仕様書を作成しているところ、当該仕
様書に外国人の子供の就学に関する事項
を盛り込むことにより、令和７年度末まで
に自治体における住民基本台帳システム
との連携や外国人の子供の就学状況の一
体的管理・把握を図る。（太字下線は筆者）

　これは、これまでの「外国籍者には学齢簿
は不要」とした正反対の方針を示す。その証
拠に、前述の初全国調査時に把握された「教
育委員会で外国籍の学齢相当の子どもの学齢
簿に準じるものを作成している」自治体は、
全1,741自治体のうちの47.6％で、全国の半数
の自治体では対応できていない実態が明らか
になっている。これまでと正反対の方針が示
されたものの、閣僚会議からは「子どもの命
の把握は４年後まで待て」とも読み取れる姿
勢だ。だが、感染症が拡大化する今日において、
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４年も悠々と待ってはいられない。そこで、こ
れまでの研究活動を通じて実現可能な具体的施
策を都道府県と市区町村に提案したい

＊8

。

3　具体的対応策の提案　
（1）学齢簿が編製できる体制づくり
　全市区町村が早急に外国学校に通う子ども
の学齢簿を編製できる体制を、都道府県の主
導で構築していただきたい

＊9

。
　具体的方法として、各種学校の認可校と無
認可校を区分して行う。認可校には、「在籍す
る子どもの名簿（氏名、生年月日、居住地など）」
を所管する都道府県に提出を求める。そして、
名簿を受理した都道府県は、速やかに子ども
の居住地の市区町村に報告し、それに基づい
て報告を受けた市区町村教育委員会は学齢簿
を編製する。文部科学省が毎年行う学校基本
調査時に、各種学校からは在籍者の数字だけ
でなく、在籍する子どもの名簿も一緒に提出
できるようにすることで、学校に負担のない
制度として根付くだろう。
　無認可校には、在籍する子どもに在籍証明
書を発行するように位置づける。それを受理
した子ども（保護者）は、居住地の市区町村
に報告することで教育委員会は学齢簿を編製
する。さらに、無認可校にはいわゆる幼保無
償化における認可外保育施設届け出を準用し
た届け出を都道府県に行うこと、その手続き
を行った無認可校に通う子どもについて市区
町村は、近隣の公立小中学校の在籍として学
齢簿の編製を推奨したい。後者については、
アメリカ合衆国の国籍をもつ子どもたちにい
ち早く母語と日本語のダブルの教育を実現
した、沖縄県のアメラジアンスクールの事例
が最も参考になる。沖縄県で可能になった根
拠は、1999年11月９日付の沖縄県教育長通知

「学校外の民間施設で相談・指導を受けている
児童生徒への対応について」（教義第1858号、
2018年度通知で更新）であったことも言及し
ておきたい。
（2）就学手続き規定づくり
　初全国調査では、各種規定の整備状況も把
握された。その内容とは、①教育委員会の事
務組織に関する規則においての外国人の子ど
もの教育に関する分掌規程（以下、「外国人教
育の分掌規程」と記す）の明示の有無、およ
び②自治体の規則もしくは内部規定等におい
ての外国人の子どもにかかわる就学案内や就
学に関する手続き等の規定（以下、「外国人の
就学手続き規定」と記す）の有無であった。
表は、その結果を示したものである。
　この表から、有の自治体は１割にも達して
いないことがわかる。つまり、国が外国籍者
を就学義務の対象にしていないことで、大多
数の自治体では外国籍の子どもの就学保障に
携わる業務が各種規定に明文化されておらず、
職務に位置づけられていない現実が如実に示
されたことを意味する。すなわち、外国籍の
子どもの就学は、当該自治体の担当者「任せ
／しだい」扱いともいえるだろう。なお、初
全国調査によって、26の自治体では外国人教
育の分掌規程および外国人の就学手続き規定
がともに有る（明示されている）ことも明ら
かになった

＊10

。その26の自治体とは、北海道北
見市、遠軽町、青森県弘前市、宮城県栗原市、
栃木県足利市、真岡市、埼玉県蕨市、千葉県
市原市、東京都足立区、神奈川県相模原市、
藤沢市、岐阜県岐阜市、可児市、静岡県島田市、
焼津市、掛川市、御殿場市、袋井市、清水町、
愛知県刈谷市、高浜市、三重県四日市市、松
阪市、大阪府大阪市、兵庫県宝塚市、愛媛県
松山市である。

表　各種規定の整備状況

　 （明示）有 （明示）無 無回答 計

外国人教育の分掌規程 133 7.6% 1,607 92.3% 1 0.1% 1,741 100.0%

外国人の就学手続き規定 64 3.7% 1,676 96.3% 1 0.1% 1,741 100.0%
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　したがって、外国籍の子どもが確実に就学
できるために、すべての自治体に規定の整備
に着手していただきたい。自治体での規定づ
くりでは、外国籍住民の個別の就学異動まで
も把握できる体制が不可欠である。具体的取
扱いは、筆者の経験から、各自治体での「重
国籍者の就学義務の猶予免除」に準じた方法
を応用すれば、窓口業務での対応に困難は伴
わないだろう。なによりも26の自治体の例は
参考になるだろう。

さいごに
　外国籍の不就学者数を限りなくゼロにする
ことは、子どもの教育への権利を守ることだ
けでなく、命を守ることにも直結する。今回
のような感染症は国籍を選んで感染するわけ
ではない。平時から基本的権利である「健康」
を軽視することは、日本社会全体にそのまま
跳ね返ってくる事態を招く。よって、この危機
に可視化された問題の改善に向けてできること
への着手を自治体職員には強くお願いしたい。

＊1	 文部科学省（2020）「外国人の子供の就学状況等調査
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として、また外国につながるカリキュラムにのっとっ
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ドイツ学校…などと呼んでいることにならう言い方
である。海外の日本人学校の例にあるように、特に
国籍による入学制限を設けている場合は、個別に「○
○人学校」と表記されるべきであるが、日本国内の
外国学校でそのような例は見当たらない。なお、本
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用いる。
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＊8	 2021年６月23日に開催された外国人学校の保健衛生
環境に係る有識者会議（第２回）において、筆者は
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＊9	 筆者の提案に賛同した外国人集住都市の会員都市（長
野・愛知ブロック）は、2022年１月28日に開催され
た「外国人集住都市会議SUZUKA2021」において、
ブロック代表として長野県上田市長土屋陽一氏から
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＊10	文部科学省への行政文書の公開請求により複写を入

手（行政文書開示決定通知書の番号等：2020年12月
７日、文書番号２受文科教第729号）。詳しい内容は、
小島祥美編（2021）「外国につながる子どもをめぐる
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小学校教員、NGO職員を経て、一地方自治体（岐阜県
可児市）の全外国籍の子どもの就学実態を日本で初め
て明らかにした研究成果により、同市教育委員会の初
代外国人児童生徒コーディネーターに抜擢。大学生の
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